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概要 
 
  
 
 
背景 
日本の研究活動の中心は企業である。平成 27 年科学技術研究調査によると、日本全体の
研究費のうち、71.6％が企業から支出されている。日本の科学技術イノベーションを考えるに
あたり、企業による研究開発活動を的確に把握することは、非常に重要である。 
また、研究開発人材と研究開発活動との関係を定量的に把握することも、現在求められて
いる。第 5 期科学技術基本計画では、「科学技術イノベーションの基盤的な力の強化」として、
「人材力の強化」を政策として掲げている。特に、博士人材やポストドクター等の若手研究者の
活用や、女性研究者の活用を政策として掲げている。しかしながら、博士人材やポストドクター
が企業において活用される場面が、学士号取得者や修士号取得者と比較してどのように異な
るのかを検証した研究はほとんどない。また、女性研究者の活用が企業の研究開発活動にど
のように関連しているのかを検証している研究も存在するが（枝村・乾, 2015;枝村・乾, 2016）、
研究の蓄積は進んでいない。人材力の強化を政策として推進するには、まず博士人材やポス
トドクター、女性研究者がどのように企業の研究開発活動に関連し、影響を与えているか否か
を検証する必要がある。 
 
研究目的 
本稿では、企業の研究開発活動を定量的、定性的に確認するため、文部科学省科学技
術・学術政策研究所で毎年行われている「民間企業の研究活動に関する調査」のデータを用
いて分析を行う。当研究所にて捕捉できる2008 年調査から2014 年調査までの各年データを、
企業レベル、年レベルでパネル化する。パネル化したデータを用いて、主要業種における研
究開発費の推移や、研究開発者の採用状況、特許出願状況、新製品・サービスの市場投入
の状況を確認する。また、構築したデータを用いてパネルデータ分析を行い、企業における研
究開発者の採用戦略と、研究開発投資戦略、特許出願行動、新製品・サービスの市場投入
の成功確率との関係を実証分析する。 
 
データ・分析方法 
本稿ではまず、「民間企業の研究活動に関する調査」を、企業レベルでパネル化するという、
今まで行われてこなかった取り組みを初めて行う。パネル化したデータを使って、主要業種に
おける研究開発費のレベルの推移や、成長率の推移を確認する。また、企業における研究開
発者の採用状況や、特許出願行動、新製品・サービスの市場投入の状況も確認する。次に、
パネル化したデータを用いて、企業の研究開発者採用戦略が研究開発投資戦略、特許出願
行動、新製品・サービスの市場投入の成功確率に与える影響を、企業レベルで定量的に分析
する。 
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分析結果 
分析の結果、企業の主要業種における研究開発費や研究開発者の採用状況、特許出願
行動、新製品・サービスの市場投入の状況は、リーマンショックや東日本大震災等の外部ショ
ックから大きな影響を受けていることが、定量的に示唆された。また、どのような学歴（学部新卒、
修士新卒、博士新卒、ポストドクター経験者）、属性（新卒採用、中途採用）、性別（女性）の人
材を研究開発者として採用するかという採用戦略が、研究開発投資にみる研究開発戦略（内
部化／外部化、拡大／縮小）や、新製品・サービスの市場投入における成功確率に影響を与
える可能性が示唆された。そして、その効果は少なくとも 2 年前から持続する可能性も同時に
観察された研究開発者の採用戦略が研究開発投資戦略や特許出願行動、新製品・サービス
の市場投入確率に与える影響を分析した結果を整理したものが、概要表 1 と概要表 2 である。 
 
概要表 1 研究開発者採用の有無に関する推計結果のまとめ 
 
  
総額 社内 社外支出
当期 ＋ ＋
1期前 ＋ ＋ ＋
2期前 ＋ ＋ ＋
当期 ＋ ＋
1期前 ＋ ＋
2期前 ＋
当期 ＋ ＋ － ＋
1期前 ＋
2期前
当期 ＋ ＋
1期前 ＋
2期前 ＋ ＋ ＋
当期 ＋ ＋
1期前 ＋
2期前
当期 ＋
1期前 ＋
2期前 ＋
当期 ＋ ＋
1期前 ＋
2期前 ＋
当期 ＋
1期前 ＋
新卒（修士）
新卒（学士）
研究開発費 特許出願
件数
新製品・サービスの
市場投入研究開発者採用の有無
総数
新卒
女性
中途
ポスドク経験者
新卒（博士）
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概要表 2 研究開発者の採用数に関する推計結果のまとめ 
 
 
政策的インプリケーション 
 本稿の分析結果は、日本の科学技術イノベーション政策や、教育政策を考える上で示唆に
富む。まず、企業の研究開発活動は、リーマンショックと東日本大震災とで受ける影響が異な
っていた。両者ともに企業単位では対応することが難しい外部からの予期しにくいショックであ
ることは共通しているが、リーマンショックは需要ショックであり、東日本大震災は供給ショックで
ある。今後、企業の研究開発活動に影響を与える突発的な外部ショックに政策対応するため
には、そのショックの性質が需要ショックなのか供給ショックなのかを適切に判断する必要があ
ると言える。 
 また、企業の研究開発者の採用戦略について、研究開発投資戦略や新製品・サービスの市
場投入の成功確率に与える影響が採用される研究開発者の属性によって異なるという本稿の
推計結果は、大学や大学院における教育政策を考える上で重要である。日本の科学技術イノ
ベーションの方向性を決定し、効率的に進めていくためには、採用される研究開発者の学歴
や属性などを考慮する必要がある。今後、大学や大学院における学士、修士、博士の効果的
な輩出割合の算定や、企業における新卒採用と中途採用とで異なる政策的バックアップなど
を通じて、さらなる科学技術イノベーションの促進がなされるであろう。  
総額 社内 社外支出
当期 ＋ ＋ ＋
1期前 ＋
2期前 ＋ － ＋
当期 ＋ ＋ ＋
1期前 ＋
2期前
当期 ＋ ＋ － ＋
1期前 － ＋
2期前 －
当期 ＋
1期前 － ＋
2期前 ＋ ＋
当期 ＋ ＋
1期前 ＋
2期前 ＋
当期
1期前 ＋
2期前
当期 ＋ ＋
1期前 ＋ ＋ ＋
2期前 － ＋
当期 ＋
1期前 ＋
中途
女性
総数
新卒
新卒（学士）
新卒（修士）
新卒（博士）
ポスドク経験者
研究開発費 特許出願
件数
新製品・サービスの
市場投入研究開発者採用数
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